
当面の病床機能転換等の予定について

（有田保健医療圏）
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資料１



前回調整会議での主な意見

産科クリニック新設について
・本当に産科は必要でありがたい話。（全員一致）
・有田地域で産科が必要であることは事実であるし、変に小さな粗末なも

のを作って欲しいという考えは全くない。

・220件の出産を確保するのは難しいのではないか
・220件を扱うことができても５床か６床で十分ではないか
・陣痛・回復病床、医学的管理病床、一般病床は機能的に分ける必要は

ない。
・お産が重なることはあるが、最大瞬間風速を議論していてはベッドが足

りない。

地域医療構想との関係について
マザー・キーは１２床希望されているが、これが、有田医療圏の急性期病
床を増やすことになるのか、それとも１４６床に含まれるのか。
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令和４年度 病床機能報告 確認・記入要領（有床診療所用）

・許可病床として一般病床あるいは療養病床を有しているものの休床中の病

床、・・（中略）・・母体保護法、その他の自由診療等での入院者における医療等

を行う病床も対象になります。

・なお、病床機能報告制度では、医療法第7条第1項から第3項にもとづいて開設

許可を受けている一般病床・療養病床が報告の対象となりますので、基準病床

数制度において特例とされている特定の病床等も含めてご報告ください。

※有床診療所における機能の選択の例

産科や整形外科等の単科で手術を実施している有床診療所 → 急性期機能
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基準病床数は、病院及び診療所の病床の適正配置・過剰な病床数を抑制すること目的に、
医療圏ごとの病床整備の基準として、医療法に基づき、病床の種類ごとに定めるものです。

有田医療圏 基準病床数 511

診療所に設置する一般病床に係る特例

都道府県の医療計画に、以下の診療所として記載又は記載されることが見込まれる診療
所については、届け出により一般病床を設置することが可能

③ ・・・小児医療、周産期医療その他の地域において良質かつ適切な医療が提供されるた
めの特に必要な診療所

2021年の病床数と「2025年の必要病床数」（地域医療構想）

産科クリニックが承認さ
れれば、〇床追加される
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１

（地域医療構想調整会議において病床の機能の分化及び連携に関する議論の進め方(例)）

①地域の医療提供体制の現状と、将来目指すべき姿について関係者で認識共有
②地域医療構想を実現していく上での課題の抽出
③具体的な病床の機能の分化及び連携の在り方について議論

（例）回復期機能の病床が不足している場合、それをどのように充足するか等
④地域医療介護総合確保基金を活用した具体的な事業の議論

○各医療機関における病床の機能の分化及び連携は自主的に進められることが前提
となっており、地域医療構想調整会議では、その進捗状況を共有するとともに、構想
区域単位での必要な調整を行う。

地域医療構想調整会議の設置・運営 地域医療構想策定ガイドラインより

地域医療構想の進め方 令和4年3月24日 厚生労働省医政局長
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当面の病床機能転換等の一覧（有田保健医療圏）

No. 医療機関名 転換等の時期

1
医療法人社団マザー・キー
ファミール産院ありだ

新設 急性期病床（産科）１２床を新設
令和６年４月
（予定）

転換等の内容
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病床機能の転換・病床数の変更等について

（備考） （機能転換・病床数変更等の概要）

医療機関名 医療法人社団マザー・キー　ファミール産院ありだ

　有田市からの熱意あるオファーと有田保健医療圏にあたる有田市域4市町（有田市、有田郡湯浅町、有田郡広川町、有田郡有田川町）のご要請、ご協力を受けまして開院を目
指すことにいたしました。

　日本では少子高齢化が問題になっておりこの地域におきましても例外なくその影響を強く感じておりますが、少子化の影響を受ける「お産」を取り巻く環境は少子化対策を
推進するには程遠く、「赤ちゃんを産む」場所と産科に従事する医師が非常に減少してしまっている状況です。

　この度、今まで培った医療の経験を基に地域の皆様に快適な環境下で安全なお産ができる産婦人科診療所の設立を計画いたしました。現在有田市立病院に勤務されている平
野開士医師を院長としてお迎えし、地域医療に貢献したいと考えております。

　当ファミール産院グループでは「しあわせなお産をしよう」を経営理念とし、「しあわせなお産」の実現のために「地域のお産を守り、社会インフラの一助となる」ことを
目指しています。「お産」を出産だけでなく妊娠初期から産後までと捉え、産前から産後まで一貫して母親をフォローする体制を構築することで有田市域内での安全かつ安心
なお産を実現し、市域の発展に寄与していく所存です。

　また当グループは地域の医療機関との連携を大切にしています。妊娠期、分娩時、分娩後において、高次施設との連携は不可欠です。現時点ではまだどの病院・医院とも連
携はできておりませんが、わかやまお産ネットワークに参加して、そのルールに基づき合併症や緊急の事態に対しては和歌山医大、日赤和歌山医療センター、ろうさい病院、
ひだか病院と連携し、診診連携については、セミオープンシステムの仕組みを活用しながらお産を取り扱っていない施設との連携を目指します。さらに当院は産科救急・母体
搬送・緊急時の対応についての院内講習会を実施し、地域の先生方にも御指導をいただきながら、地域の母体死亡率や重症化症例の減少に努めます。

　当院では分娩を取り扱うため、病床の確保は必要不可欠です。当院設置にあたり12床を希望する根拠について以下の通り考えております。

急性期 有床診療所入院基本料 121

　産科病床を12床新設

　　転換転換・病床数変更後における病院・診療所のあり方

回復期

　　今後の病床機能

病棟数 入院基本料 又は 特定入院料 病床数

高度急性期

機能区分

（定員）

計 1 12

　　現在の病床機能【概要】 ＜令和５年２月現在＞

機能区分 病棟数 入院基本料 又は 特定入院料 病床数 稼働率

計

6



医療機関名 医療法人社団マザー・キー　ファミール産院ありだ

【12床を希望する根拠】
当院の診療圏は上記有田市域4市町と設定いたしました。有田市域の過去の実績から年間分娩数240件/年が見込まれます。
　・有田市域の病床数20床（有田市立病院10床、しまクリニック10床※R4廃止）
　・これまでの有田市域での分娩数 年間約256件（H30～R3平均　H31MAX、R3MIN）
　・有田市域の出産率約63％（H30～R2のMIN） ※1年間通しての分娩数が把握できる年度
　・有田市域出生数379（R3実績MIN）※上記出産率を乗じた分娩件数見込み約240件

これまでと同様と仮定すると有田市域での分娩数が240件見込まれることから、同規模の分娩数の取扱いのある、しまクリニックと同規模の病床数10床が必要と考えられます。

年間240分娩の場合、80％が正常分娩(6日)、20％がｶｲｻﾞｰ(9日)、35％が計画分娩(前泊1日)、治療が必要な疾患(切迫･中毒症他)が23％(6日)※、いつ分娩となるかわからない中
での安全分娩対応のための病床稼働率が60％として
　①正常分娩　240×80％×6日÷365日÷60％＝5.26
　②カイザー　240×20％×9日÷365日÷60％＝1.97
　③計画前泊　240×35％×1日÷365日÷60％＝0.38
　④治療必要　240×23％×6日÷365日÷60％＝1.51　　　となり、①～④の合計9.12、つまり計算上も10床必要と考えられます。

※治療が必要な疾患23％は病床機能報告記載の下記が根拠
　-----------------------------------------------------------------
　しまクリニック 分娩入院 H30  221、その他入院(292-221) 分娩の 32％
　しまクリニック          R1　 284、　　　　　(339-284)        19％
　粉川産婦人科            R2　 338、　　　　　(411-338)　　　  22％
　榎本産婦人科            R2　 239、　　　　　(295-239)　　　  23％
　-----------------------------------------------------------------
　また当院の診療圏は上記有田市域4市町ですが、この4市町と同様の出生数推移をしている千葉県館山市域にて産婦人科を運営している当グループの施設「ファミール産院た
てやま」の実績では、R3の館山市域出生数317に対して当院たてやまの分娩数272件、つまり館山市域のお産の約86％にあたる数の分娩が当院たてやまにて行われました（資料
参照）。館山市のすぐ隣の鴨川市にはお産を取り扱っている亀田総合病院がありますが、それでもこれだけの割合の妊婦様が当院を選ばれています（参考までに、有田市域の
R3出生数379の86％は326であり、計算上当院ありだは年間326件の分娩を取り扱う可能性があります）。
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医療機関名 医療法人社団マザー・キー　ファミール産院ありだ

　
　これだけの妊婦様が当院を選ばれるのには理由があります。当グループ理事長の杉本雅樹は次のような思いを持って取り組んでいます。
経営理念である「しあわせなお産」の真髄は決して建物や食事の豪華さにあるわけではありません。起こり得る全てのことを包み隠さず伝え、万一ネガティブな事態が起きて
も全てオープンにする。「出産は怖いものではない」と実感してもらうため、可能な限り自然な分娩を促し、創（キズ）のないお産を目指す。陣痛が来てから出産するまでの
間産婦さんをひとりにしておかず、助産師や看護師が寄り添い声を掛けて不安を感じさせない。さらにお母さんとなったあとも育児に対して前向きになれるようにアドバイス
していくことにあります。当院が行っているアンケートやwebサイトのクチコミによると、妊娠・出産を経験した女性は、そこにものすごく良い思い出があったなら、次もつく
りたいとお考えになるようです。当院ができるだけ質の良い医療とサービスを行うことが出生数の増加に結び付き、地域貢献につながると信じています。

　こうした経営方針や数々の取り組みの結果、世界的な経済誌であるForbesの日本版であるForbes JAPANにも掲載されました通り、昨年5月に当グループは船井総研主催のグ
レートカンパニーアワードで顧客感動賞を受賞しました。これは高次元の顧客満足を実現させ、地域になくてはならないサービスを提供している企業に与えられる賞です。ま
た2013年に社会貢献チャレンジ賞（事業を通じて時流に即した社会貢献を実現出来ている会社様に贈られる賞）で受賞したのも含めグレートカンパニーアワードを2度受賞して
います。この結果は地域や患者様が求めているサービスや医療を当院が提供できている証であると自負しております。

　付け加えまして、有田市が展開しているマリー・ユーという結婚・出産・子育て・移住への手厚い支援策と、岸田首相が掲げる「異次元の少子化対策」の効果を見込みます
と、より多くの分娩に対応できる病床数が必要になるかと存じます。

　これら要因による分娩数増加に対応するための病床を2床と考え、合計12床の設置を希望します。

　また当グループでは医療的な安心と安全を目指した仕組みづくりは当然のこと、さらに下記の取り組みを行いリピーターさんやファンを増やし、地域貢献につなげていま
す。
　　・施設や部屋のつくりはホテルをイメージし、心の不安につながる暗くて冷たい感じは可能な限り排除して温かみを感じる色使いを採用
　　・日常では味わえない特別感のある食事を提供（産科の場合、食事に求められるのは効率的な栄養摂取というよりも特別感であることが多いのです。女性は家事や育児の
　　　ため一人でゆっくりとした食事を楽しむ機会が非常に少なく、その唯一の機会とも言える入院中の食事をとても楽しみにされています）
　　・エンジェルメモリーやベイビーストーリーといった、胎児のエコー動画や出産時の写真といった大切な思い出をDVDに残すサービスの提供
　　・ご出産後に骨盤矯正、鍼灸治療、美容診療をプレゼント
　　・パパママ教室で妊婦様やパートナーの方へ赤ちゃんのケアや準備すべきことをお伝え
　　・マタニティーヨガやエクササイズで妊婦様と胎児の健康を保つお手伝い
　　・産後ケアで授乳の悩みを解決、また育児疲れを癒す手助け
　　・看護学生の実習を受け入れ、社会の助産師数を増やす一助に
　　・性教育や命の大切さを伝える授業の講師を務めて地域貢献
　　・ファミール祭、餅つき大会、プロレスイベントで毎回300名以上、最多800名を超える皆様と交流して認知度アップし、産婦人科医院に対する心の垣根を取り払い、
　　　楽しく明るいイメージづくり
　　・るんるんの塔、ベンチとブランコのある人工芝の庭を開放し、親と子が笑顔になる場を提供
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＜有田市からの資料について＞ 

１．有田市「Marry You」を中心とした関係支援策 
 

２．有田地方の出産子育て支援策一覧 （資料１別添） 
 

３．有田市市民意識調査結果(抜粋)・令和 4 年 3 月 
 

４．有田市まち・ひと・しごと総合戦略(抜粋)・令和 2 年 3 月 
長期人口ビジョン（目指す将来の方向）・令和 2 年 3 月 
長期総合計画基本計画（抜粋）・令和 3 年 3 月 

 

５．開院後の連携について(資料無し) 
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毎年総額約2億円

「結婚」「妊娠」「出産」「子育て」「自立」
の各ステージで、まちの希望を担う子ども・若者、子育
て世代に積極的な支援を展開し、定住移住を促進
します。

結婚 妊娠・出産 子育て 自立

定
住
支
援

結婚新生活
支援事業①
家賃・引越代など
最大60万円補助

結婚新生活
支援事業②
お世話になった
方へ有田市の
産品を贈呈

スマイル
チケット事業
妊娠時2万円
出産時3万円

出産支援事業
10万円(1人目)
30万円(2人目)
50万円(3人目以降)

節目応援事業
小学校、中学校に
入学する世帯へ
10万円/人を補助

病児・病後児
保育無料化
小学6年生までの
病児を無料で保育

子ども医療費助成事業
高校卒業まで医療費無料

奨学金返還
助成事業
29歳までの
奨学金返還額へ
補助
最大20万円/年

移
住
支
援

空き家を活用
最大100万円補助

空き地を活用
最大120万円補助

空き家の家財道具等の処分支援
最大10万円補助

契約の仲介手数料を補助
最大5万円補助

将来を担う
若い世代の
増加

三世代定住支援
最大20万円補助

住宅リフォーム支援
最大20万円補助

創業支援補助
最大50万円補助

販路開拓支援補助
最大20万円補助

新規農業・漁業就業者
担い手育成へ支援

ふるさと応援寄付を財源にして実施します

子育て世代活動支援センター
「ＷａｋｕＷａｋｕ」

結婚

令和3年度スタート

R2 21件
R3 25件
R4 32件

R2 133件
R3 114件
R4見込 130件
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